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第２編 平素からの備えや予防 

 

 

第１章 組織・体制の整備等 

 

 第１ 市における組織・体制の整備 
 

１ 平素の業務 

 

 市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、その準備のための業務を行

うものとし、各部局が実施する業務については、別に定める。 

    

２ 職員の参集基準等 

 

(1) 職員の迅速な参集体制の整備 

 市は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の初動対

応に万全を期するため、武力攻撃事態等に対処するために必要な職員を迅速に参

集できる体制を整備する。 

 

(2) ２４時間即応体制の確立 

 市は、武力攻撃事態等が発生した場合において、事態の推移に応じて速やかに

対応し、市長及び国民保護担当職員へ連絡が取れる体制など、２４時間即応可能

な体制を確保する。 

 

(3) 市の体制及び職員の参集基準等 

  市は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、体制、職員の参集基準及

び服務基準について別に定める。 

 

(4) 職員への連絡手段の確保 

  市の幹部職員及び国民保護担当職員は、常時、参集時の連絡手段として、携帯

電話等の連絡手段を確保する。 

 

(5) 職員の配置等 

        市は、防災に関する体制を活用しつつ、市国民保護対策本部（以下「市対策本

部」という。）を設置した場合における職員の配置、交代要員の確保、食料・飲

料水の備蓄、その他必要な資機材の確保など、その機能の確保を行う。 
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３ 消防機関の体制 

 

(1) 消防本部及び消防署における体制 

消防本部及び消防署は、市における参集基準等と同様に、消防本部、消防署に

おける初動連絡体制を整備するとともに、職員の参集基準を定める。その際、市

は、消防本部及び消防署における２４時間体制の状況を踏まえ、特に初動時にお

ける消防本部及び消防署との緊密な連携を図り、一体的な国民保護措置が実施で

きる体制を整備する。 

 

(2) 消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、県と連

携し、地域住民の消防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例

の情報提供、施設及び設備の整備の支援等の取組みを積極的に行い、消防団の充

実・活性化に努める。 

また、市は、県と連携し、消防団に対する国民保護措置についての研修を実施

するとともに、国民保護措置についての訓練に消防団を参加させるよう配慮する。 

さらに、市は、消防本部及び消防署における参集基準等を参考に、消防団員の

参集基準を定めるよう努める。 

 

 

４ 国民の権利利益の救済に係る手続等 

 

(1) 国民の権利利益の迅速な救済 

市は、武力攻撃事態等が発生した場合には、国民保護措置の実施に伴う損失補

償、国民保護措置に係る不服申立て又は訴訟その他の国民の権利利益の救済に係

る手続を迅速に処理するため、国民からの問い合わせに対応するための総合的な

窓口を開設する。 

また、必要に応じ外部の専門家等の協力を得ることなどにより、国民の権利利

益の救済のため迅速に対応する。 
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国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧 

県から救援の委任等を受け実施した特定物資の収用に関すること。（法第81条第2項）

県から救援の委任等を受け実施した特定物資の保管命令に関すること。 

（法第81条第3項） 

県から救援の委任等を受け実施した土地等の使用に関すること。（法第82条） 

損失補償 

（法第159条第1項）

応急公用負担に関すること。（法第113条第1項、第5項） 

実費弁償 

（法第159条第2項）

県から救援の委任等を受け実施した医療の実施の要請等に関すること。 

（法第85条第1項、第2項） 

国民への協力要請によるもの。（県から救援の委任等を受け実施した救援への協力要

請を含む。） 

（法第70条第1項、第3項、第80条第1項、第115条第1項、第123条第1項） 

損害補償 

（法第160条） 

県から救援の委任等を受け実施した、医療の実施の要請等によるもの。 

（法第85条第1項、第2項） 

不服申立てに関すること。（法第6条、第175条） 

訴訟に関すること。（法第6条、第175条） 

 

(2) 国民の権利利益に関する文書の保存 

  市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、協力の

要請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、市文書管理規程

等の定めるところにより、適切に保存する。また、国民の権利利益の救済を確実

に行うため、武力攻撃災害による当該文書の逸失等を防ぐために、安全な場所に

確実に保管する等の配慮を行う。 

        市は、これらの手続に関連する文書について、武力攻撃事態等が継続している

場合及び国民保護措置に関して不服申し立て又は訴訟が提起されている場合には

保存期間を延長する。 

 

 

 


